
【開催日】令和元年8月29日（木）15:00～17:00

【場 所】広島合同庁舎4号館5階 中国運輸局会議室

【次 第】(1)前回までのＷＧの内容
(2)海上輸送利用への課題・要請に対する取組方策
(3)求船・求貨システム構築に向けた対応について
(4)今後のＷＧの進め方について

開催概要

「第3回 物流ネットワーク機能継続検討ＷＧ」 開催状況

「第3回 物流ネットワーク機能継続検討ＷＧ」を開催しました

（経済団体等）
・緊急時は輸送コストが上がる可能性もあるため、コストや貨物量をコントロールする仕組みが必要では
ないか。
・ガイドラインの説明セミナーにはできるだけ多くの企業に参加していただき、会場でアンケート調査をする
などして、引き続き情報収集・分析を行うことが必要。
・輸送経路の選択肢が広がることの発信が重要であり、HPを最大限に活用し、港湾業界だけでなく経済
界等にも広く情報発信すべき。
・まずはガイドラインの作成とＨＰでの情報発信について取組み、その効果を検証し、求船・求貨システム
に発展していけば良いのではないか。

（物流関係団体等）
・求船・求貨システムは良いシステムであるが、荷主とのマッチングを具体的にどう行っていくかが課題。
・フェリーの積載可能車両数には限界があるため、積載可能なトラック総重量や長さ等の情報提供が必要
である。
・災害時における港までの陸上輸送が課題であるため、提案が必要ではないか。
（地方公共団体等）
・ガイドライン作成にあたっては、港湾物流の特徴やメリットや課題等をわかりやすく具体的に示せば理解
しやすいのではないか。
・ガイドライン作成後の周知の場としてセミナーの開催等は、ガイドラインの策定を契機に、ポートセールス
協議会等と連携して実施してはどうか。
・HPに掲載する定期航路情報として、船舶の喫水や特殊貨物の取扱の可否など、荷主にとって必要な情
報を掲載してはどうか。

（有識者）
・ガイドラインに掲載する項目を整理する際は、ある程度海上輸送を視野にいれている企業から情報を得
たほうが良い。
・各港で状況が異なるため、広島港から先行して進めていくのは合理的であり、その情報を各港間で共有
していけば良い。
・求船・求貨システムの実現にはいろんなハードルがあるが、短期的な取組を進めていく中で協力体制を
構築し、中長期的な求船・求貨システムの取組みに活かしていくと良い。

＜主な意見内容＞

○8月29日（木）の第３回ＷＧでは、これまでのWGの議論を踏まえ、海上輸送利用への課題・要請に対する具体的な
取組として、短期的には、 「海上輸送利用ガイドラインの作成」と「ホームページでの海上輸送網の情報発信」を中
心に取組み、中長期的には、「求船・求貨システムの構築」を進めていくことについて、意見交換を行いました。

〇今後、港湾輸送利用のガイドラインについて、荷主、物流事業者へのヒアリング等を通じ、ガイドラインに具備すべ
き内容を精査し、まず広島港での策定を目指して作業を進め、中国地方整備局管内の各港湾へ広げていくことを、
WGで確認しました。

〇なお、これまで３回のWGを行ってきましたが、一定の方向性が決まったところで、今後は進捗等を鑑みながら、次
回のWGを開催していくことで、同意をいただき、閉会となりました。



物流ﾈｯﾄﾜｰｸ機能継続検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの概要

・西日本を中心に降り注いだ平成30年7月豪雨により、中国地方の東西を結ぶ幹線道路や鉄道などの物流の大
動脈が寸断され、個々の輸送モードごとの強靱化だけでは、昨今激甚化する災害に対応できなくなっていること、
広域物流ネットワークの強靱化、特にリダンダンシーの確保が重要であることが明らかとなった。
・平成30年7月豪雨における広域物流ネットワーク寸断に伴う物流面の問題点を洗い出し、今後の中国地方管
内の非常災害時における海上輸送に着目した物流のあり方を検討する。

※中国地方国際物流戦略チームの下に、「物流ネットワーク機能継続検討ワーキンググループ」を設置し、令和元年7月4日に第2回会議を開催。

設置目的

組織

■中国地方国際物流戦略チームの活動方針の策定

■活動方針に基づく、政策提言の方向性策定

■政策提言の策定

中国地方国際物流戦略チーム

■中国地域における広域
的な重要課題の抽出

■（各年度）政策提言の
フォローアップ

■利用者懇談会を踏まえた各港湾の意見集約

ＰＤＣＡ

■各港湾における取り組み状
況・課題に関する意見交換

利用者懇談会

■非常災害時における物流
のあり方に関する検討

物流ﾈｯﾄﾜｰｸ
機能継続WG

「第２回物流ネットワーク機能継続検討ＷＧ」開催状況

物流ネットワーク機能継続検討ワーキンググループ 委員名簿

活動方針を政策提言に反映

現場の意見を政策提言に反映

現場の課題を活動方針に反映

各港湾の意見 検討結果報告

■（各年度）政策提言案の策定

部 会

本会議

機　関　名 所　属　及　び　役　職

有識者 岡山大学大学院 社会文化科学研究科 教授

島根県立大学　総合政策部　教授   　 　　

広島大学大学院　工学研究科 准教授       

経済団体等 一般社団法人　中国経済連合会　部長

中国地方商工会議所連合会

物流関係団体 中国地方海運組合連合会　専務理事

中国地方港運協会　専務理事

中国旅客船協会　専務理事

中国トラック協会　専務理事

日本貨物鉄道株式会社　関西支社　広島支店　副支店長

地方公共団体等 鳥取県　県土整備部　空港港湾課長

島根県　土木部　港湾空港課長

岡山県　土木部　港湾課長

広島県　土木建築局　港湾漁港整備課長

山口県　土木建築部　港湾課長

呉市　産業部　副部長兼港湾漁港課長

境港管理組合　港湾管理委員会事務局　次長兼工務課長

機　関　名 所　属　及　び　役　職

国の機関 中国運輸局　自動車交通部　貨物課長

中国運輸局　海事振興部　旅客課長

中国運輸局　海事振興部　貨物・港運課長

中国地方整備局　企画部　広域計画課長

中国地方整備局　道路部　道路計画課長

中国地方整備局　港湾空港部　港湾空港防災・危機管理課長

事務局 中国運輸局　交通政策部　環境・物流課長

中国地方整備局　港湾空港部　部長

中国地方整備局　港湾空港部　計画企画官

中国地方整備局　港湾空港部　クルーズ振興・港湾物流企画室長

一般社団法人　中国経済連合会　調査役


